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今
年
も
町
・
県
民
税
と
所
得
税
の

申
告
時
期
が
近
づ
き
ま
し
た
。

こ
れ
は
、
町
民
の
皆
さ
ん
に
１
年

間
に
得
た
所
得
を
申
告
し
て
い
た
だ

く
も
の
で
す
。
期
限
が
近
づ
く
と
込

み
合
い
ま
す
の
で
、
必
要
な
書
類
を

早
め
に
準
備
し
て
、
町
・
県
民
税
は

税
務
課
に
、
所
得
税
は
小
田
原
税
務

署
ま
た
は
税
務
課
に
２
月
１６
日
�
か

ら
３
月
１５
日
�
ま
で
の
間
に
申
告
し

て
く
だ
さ
い
。

◎
昨
年
中
に
所
得
が
あ
っ
た
方

住
民
登
録
の
あ
る
な
し
に
か
か
わ

ら
ず
、
今
年
の
１
月
１
日
現
在
町
内

に
在
住
し
、
昨
年
中
に
所
得
（
給
与
、

事
業
、
不
動
産
、
年
金
、
恩
給
、
配

当
な
ど
）
の
あ
っ
た
方

◎
給
与
所
得
者
で
、
給
与
以
外
の
所

得
が
あ
っ
た
方

◎
給
与
所
得
を
２
か
所
以
上
か
ら
受

け
て
い
た
方

◎
昨
年
中
に
所
得
が
な
か
っ
た
方

◎
税
務
署
へ
確
定
申
告
書
を
提
出
さ

れ
る
方

◎
給
与
所
得
者
で
給
与
以
外
の
所
得

が
な
く
、
町
県
民
税
が
給
与
か
ら
天

引
き
（
特
別
徴
収
）
さ
れ
て
い
る
方

◎
平
成
１６
年
中
に
家
族
の
扶
養
控
除

の
対
象
と
な
っ
て
い
る
方

申
告
書
は
、
住
民
基
本
台
帳
に
基

づ
き
昨
年
の
申
告
状
況
や
収
入
状
況

な
ど
を
参
考
に
し
て
お
送
り
し
て
い

ま
す
。

主
婦
や
学
生
、
病
気
な
ど
で
所
得

の
な
か
っ
た
方
は
そ
の
旨
を
記
入
し

て
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

な
お
、
申
告
が
あ
り
ま
せ
ん
と
年

金
や
児
童
手
当
な
ど
の
給
付
、
国
民

健
康
保
険
料
や
介
護
保
険
料
の
決
定
、

所
得
証
明
書
の
発
行
な
ど
が
で
き
ま

せ
ん
の
で
、
必
ず
申
告
し
て
く
だ
さ

い
。配

偶
者
の
控
除
に
は
、
配
偶
者
控

除
と
配
偶
者
特
別
控
除
の
２
つ
が
あ

り
、
配
偶
者
の
所
得
が
３８
万
円
（
給

与
収
入
に
す
る
と
１０３
万
円
）
以
下
の

場
合
は
ど
ち
ら
の
控
除
も
受
け
る
こ

と
が
で
き
ま
し
た
。

し
か
し
、
今
年
の
申
告
か
ら
配
偶

者
特
別
控
除
が
一
部
廃
止
に
な
り
、

所
得
が
３８
万
円
以
下
の
場
合
は
、
配

偶
者
特
別
控
除
を
受
け
る
こ
と
が
で

き
な
く
な
り
ま
し
た
。

こ
の
改
正
に
よ
っ
て
、
配
偶
者
の

所
得
が
３８
万
円
以
下
の
方
は
配
偶
者

控
除
を
受
け
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

一
方
、
３８
万
円
を
超
え
て
７６
万
円

（
給
与
収
入
に
す
る
と
１４１
万
円
）
未

満
の
方
は
配
偶
者
特
別
控
除
を
受
け

る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

控
除
額
は
配
偶
者
控
除
が
３８
万
円

（
町
県
民
税
は
３３
万
円
）、
配
偶
者

特
別
控
除
が
所
得
に
応
じ
て
最
高
３８

万
円
（
町
県
民
税
は
最
高
３３
万
円
）

で
す
。

配
偶
者
の
所
得
が
年
末
調
整
で
申

告
し
た
金
額
と
異
な
っ
て
い
る
場
合

は
確
定
申
告
し
て
く
だ
さ
い
。

配
偶
者
本
人
の
税
金
は
、
所
得
が

３８
万
円
以
下
で
あ
れ
ば
所
得
税
は
課

税
さ
れ
ま
せ
ん
。
ま
た
、
町
・
県
民

税
は
平
成
１６
年
度
ま
で
は
３５
万
円

（
給
与
収
入
に
す
る
と
１００
万
円
）
以

下
で
あ
れ
ば
課
税
さ
れ
ま
せ
ん
で
し

た
が
、
地
方
税
法
の
改
正
に
よ
り
平

成
１７
年
度
か
ら
は
３２
万
円
（
給
与
収

入
に
し
ま
す
と
９７
万
円
）
以
上
で
課

税
と
な
り
ま
す
。

◎
住
宅
取
得
控
除

自
分
で
居
住
す
る
た
め
に
一
定
の

要
件
に
該
当
す
る
住
宅
を
購
入
し
た

と
き
、
新
築
ま
た
は
増
改
築
し
た
と

き
、
ま
た
土
地
を
取
得
し
た
と
き
は
、

一
定
の
借
入
金
な
ど
の
残
高
を
対
象

と
し
て
税
額
控
除
が
受
け
ら
れ
ま
す
。

◎
医
療
費
控
除

平
成
１６
年
中
に
、
本
人
や
本
人
と

生
計
を
一
に
す
る
親
族
の
た
め
に
支

払
っ
た
医
療
費
は
、
保
険
金
な
ど
で

補
て
ん
さ
れ
る
分
を
差
し
引
い
た
金

額
か
ら
、
総
所
得
の
５
％
か
１０
万
円

の
い
ず
れ
か
少
な
い
金
額
を
差
し
引

い
た
金
額
が
医
療
費
控
除
額
と
な
り

ま
す
。

控
除
限
度
額
は
２００
万
円
で
、
控
除

を
受
け
る
に
は
、
領
収
書
な
ど
が
必

要
で
す
。

◎
年
末
調
整
に
控
除
が
間
に
合
わ
な

か
っ
た
場
合

扶
養
控
除
や
社
会
保
険
料
、
生
命

保
険
料
な
ど
の
控
除
が
年
末
調
整
に

間
に
合
わ
な
か
っ
た
方
が
対
象
と
な

り
ま
す
。

申
告
に
は
、
源
泉
徴
収
票
や
保
険

料
の
支
払
証
明
書
な
ど
が
必
要
で
す
。

な
お
、
還
付
申
告
は
２
月
１６
日
以

前
で
も
受
け
付
け
ま
す
。

平
成
１６
年
中
に
、
個
人
か
ら
土
地

や
建
物
な
ど
の
不
動
産
、
現
金
、
預

貯
金
、
株
式
な
ど
の
財
産
の
贈
与
を

受
け
た
方
で
、
贈
与
を
受
け
た
財
産

の
合
計
額
が
１１０
万
円
を
超
え
る
方
は
、

贈
与
税
の
申
告
が
必
要
で
す
。
ま
た
、

「
相
続
時
精
算
課
税
制
度
」
を
選
択

す
る
こ
と
も
で
き
ま
す
。

贈
与
税
の
申
告
と
納
税
は
、
財
産

の
贈
与
を
受
け
た
方
が
、
住
所
地
の

所
轄
税
務
署
へ
行
い
ま
す
。

贈
与
税
の
申
告
（
納
税
）
期
間
は
、

２
月
１
日
�
か
ら
３
月
１５
日
�
ま
で

で
す
。

平
成
１４
年
分
の
課
税
売
上
高
が
３

千
万
円
を
越
え
る
事
業
者
の
方
ま
た

は
「
消
費
税
課
税
事
業
者
選
択
届
出

書
」
を
提
出
さ
れ
た
事
業
者
の
方
は
、

消
費
税
の
確
定
申
告
を
行
っ
て
く
だ

さ
い
。

消
費
税
の
申
告
（
納
税
）
は
３
月

３１
日
�
ま
で
で
す
。

ま
た
、
平
成
１５
年
分
の
課
税
売
上

高
が
１
千
万
円
を
超
え
る
事
業
者
の

方
は
課
税
事
業
者
と
な
り
、
平
成
１７

年
分
の
消
費
税
の
申
告
が
必
要
に
な

り
ま
す
。
新
し
く
課
税
事
業
者
に
な

る
方
は
速
や
か
に
「
課
税
事
業
者
届

出
書
」
を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

照
会
先

◎
町
・
県
民
税
、
所
得
税
に
つ
い
て

税
務
課

�
５－

７
７
５
０

◎
所
得
税
、
贈
与
税
、
消
費
税
に
つ

い
て小

田
原
税
務
署

�
０
４
６
５－

３
５－

４
５
１
１

町
・
県
民
税
の

申
告
が
必
要
な
方

町
・
県
民
税
の

申
告
が
必
要
で
な
い
方

個
人
事
業
者
の
消
費
税
の

確
定
申
告
は
３
月
３１
日
�

ま
で
に
小
田
原
税
務
署
へ

収
入
が
な
い
の
に

申
告
書
が
届
い
た
方

配
偶
者
の
収
入
と

税
金
に
つ
い
て

こ
ん
な
と
き

還
付
申
告
す
る
と

所
得
税
が
戻
り
ま
す

贈
与
税
の
申
告
は

３
月
１５
日
�
ま
で
に

小
田
原
税
務
署
へ

４５

会 場

役場分庁舎４階
第 ６ 会 議 室

月 日

２月１６日�～
３月１５日�

土曜日、日曜日を
除く

妻の税金
町・県民税
課税されない

課税される

課税される

所得税

課税されない

課税される

夫の税金（所得税、町・県民税）
配偶者特別控除

ない

ある

ない

配偶者控除

ある

ない

配偶者（妻）の所得（給与収入）

３２万円以下 （９７万円以下）
３２万円超 （９７万円超）
３５万円以下 （１００万円以下）
３８万円以下 （１０３万円以下）
３８万円超 （１０３万円超）
７６万円未満 （１４１万円未満）
７６万円以上 （１４１万円以上）

会 場
箱 根 出 張 所

仙石原文化センター

宮 城 野 公 民 館

温 泉 公 民 館
役 場 本 庁 舎
住 民 ホ ー ル
温 泉 公 民 館

宮 城 野 公 民 館

仙石原文化センター

箱 根 出 張 所

月 日
２月１６日�
１７日�
１８日�
２２日�
２３日�
２４日�
２６日�
２７日�

３月２日�
３日�
４日�
８日�
９日�
１０日�

会 場

小田原市中里２７３－６
小田原市川東タウンセンター
マロニエ

仙石原文化センター

宮城野公民館

月 日

２月１日�
２日�
３日�
４日�

１７日�
１８日�
２２日�
２３日�

会 場

納税センター青色会館
（旧小田原合同庁舎）

月 日

１月２５日�～
３月１５日�

中学校（公立）
小田原市

１２

５，３００

１６８

３４０

３１．５５

１５．５９

湯河原町

１

７４１

２１

２１

３５．２９

３５．２９

真鶴町

１

２２５

９

１９

２５．００

１１．８４

箱根町

３

３０３

１２

４０

２５．２５

７．５８

小学校（公立）
小田原市

２５

１１，０４５

３９６

５８３

２７．８９

１８．９５

湯河原町

３

１，４３５

４３

４３

３３．３７

３３．３７

真鶴町

２

４３１

２０

３０

２１．５５

１４．３７

箱根町

５

５５６

３９

５３

１４．２６

１０．４９

幼稚園（公立）
小田原市

６

５５１

２１

２７

２６．２４

２０．４１

湯河原町

１

３８

２

２

１９．００

１９．００

真鶴町

１

３３

２

３

１６．５０

１１．００

箱根町

４

１１８

１２

１９

９．８３

６．２１

区 分

設置数（園、校）

児童・生徒数（人）

学級数（級）

教員数（人）

１学級あたりの
児童・生徒数（人）
教員１人あたり
の児童・生徒数（人）
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申
告
期
間

�
／

１６
�
〜
�
／

１５
�

今回変更となったところ

広報はこね ２００５.February

※夫の所得が１，０００万円以上の場合は、配偶者特別控除は受けられません。

配偶者（妻）の所得と税金

●青色申告会による無料相談（所得税）

（平成１６年５月１日現在）

市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市町町町町町町町町町町町町町町町町町町町町町町町町村村村村村村村村村村村村村村村村村村村村村村村村合合合合合合合合合合合合合合合合合合合合合合合合併併併併併併併併併併併併併併併併併併併併併併併併ににににににににににににににににににににににににつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつついいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいてててててててててててててててててててててててて考考考考考考考考考考考考考考考考考考考考考考考考ええええええええええええええええええええええええよよよよよよよよよよよよよよよよよよよよよよよようううううううううううううううううううううううう
～近隣市町村との比較～

照会先 企画課 �５－９５６０

●税理士会による無料相談（所得税）

＊受付時間９：００～１６：００
照会先 小田原税務署 �０４６５‐３５‐４５１１

＊受付時間９：００～１７：００
照会先 �小田原青色申告会 �０４６５‐２４‐２６１１

����������������
●箱根町申告相談（町・県民税、所得税）

＊受付時間９：００～１６：００
照会先 税務課 �５‐７７５０

小田原税務署では、２月２０日�、２７日�の２日間、申告を受け付けます。

第９回今月号は、教育環境について、近隣市町と比較
してみました。
町では学校統廃合を検討していますが、現状を

みると１学級あたり、教員１人あたりの児童・生
徒数はだいぶ少なくなっています。

広報はこね ２００５.February

教育関係

＊受付時間９：００～１７：００


